


・ 昨年度行った特別保育の調査結果を受け、地域の実情やニーズに対応するため、全市町を訪問し、

市町の特別保育に対する考え方や今後の方向性について協議しました。今後、それぞれの市町の

実情に応じて、特別保育を必要とする子育て家庭に必要なサービスが提供できるよう、引き続き

市町と協議しながら取組を進めることが必要です。

・ 昨年度行った放課後児童クラブ保護者ニーズ調査をふまえ、県内全市町を訪問し、放課後児童ク

ラブの現状や未設置小学校区の状況、制度が抱える問題点や市町の要望などについて意見交換を

実施しました。今後、市町の地域状況をふまえ、放課後児童クラブの設置が進むよう引き続き支

援が必要です。

・ 孤立しがちなひとり親家庭の情報交換の場として、平成 24 年６月から 11月にかけ、県内４か所

においてひとり親家庭情報交換会を開催し、121 名の参加がありました。参加者の意見を参考と

して、ひとり親家庭の自立支援策につなげていく必要があります。

・ こども心身発達医療センター（仮称）の整備について、整備計画概要を取りまとめ、建築設計業

務委託を公告するとともに、地権者との協議や用地測量、地形測量、環境調査等を進めています。

また、同センターでの機能統合効果を十分に発揮するため、関係者で構成された検討ワーキング

を立ち上げ、機能充実・施設整備に向けた検討を行っています。今後、同センターが子どもの発

達支援の総合拠点としての機能を発揮できるよう、医療、福祉、教育が一体となって進めること

が重要です。

・ 市町が実施する子ども医療費助成事業に対して、平成 24 年９月から、県が支援する対象を、義

務教育就学前までの児童の入通院から小学校６年生までの児童の入通院に拡大しました。

・ 特定不妊治療費の助成件数は平成 24 年 12 月末で 1,590 件あり、昨年同期に比べ大幅に増加して

います。また、不妊専門相談についても平成 25 年１月末で 224 件と増加しています。そのため、

不妊治療に関わる関係者への勉強会の開催や情報提供等、不妊に悩む夫婦への支援の充実に努め

ていきます。

・ 保育士の処遇改善を行うとともに、保育士・保育所支援センターを開設し、潜在保育士等を対象

とした就職相談を充実します。また、保育士養成施設の方学生に対して、保育現場の理解を深め

る取組を実施します。

・ 市町との協議結果をふまえ、地域の子育て家庭に必要とされる特別保育が着実に実施できるよう、

県内で新たに始める家庭的保育等を実施する市町の支援を行います。

・ 子ども・子育て支援新制度の本格的な施行に向けて、子ども・子育て支援事業支援計画策定等の

ため、三重県版の子ども・子育て会議の設置に向けた取組を進めます。

・ 県内全市町担当者との放課後児童クラブの現状や未設置小学校区の状況、制度が抱える問題点や

市町の要望などについての意見交換等をふまえ、必要な地域への放課後児童クラブの設置が進む

よう、引き続き放課後児童対策の支援を行います。

・ ひとり親家庭の情報交換会の開催を拡大するとともに、参加した方からの意見を聞き、自立支援

に向けた取組を進めます。

・ 県全体の子どもの発達支援体制の強化には、三重病院、三重県医師会、三重大学等関係機関に加

え、教育委員会との連携が不可欠であることから、連絡協議会を設置して、連携の強化・課題の

共有を図るとともに、総合拠点としての「こども心身発達医療センター（仮称）」の整備に向け、

平成 25 年度中に建設工事に着手します。

平成 25年度の取組方向
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・ 子育てに対する経済的負担を軽減し、子どもに必要な医療を安心して受けさせられるよう、市町

が実施する子ども医療費助成事業に対して、引き続き支援します。

・ 晩婚化、晩産化により不妊だけでなく不育症に悩む女性が増えており、三重県不妊専門相談セン

ターの相談状況を検証し相談体制の充実に取り組むとともに、特定不妊治療費助成については、

実情をふまえながら、引き続き取り組んでいきます。

●（一部新）安心こども基金保育基盤整備事業【基本事業名：23201 保育・放課後児童対策等の

充実】

（第３款 民生費 第２項 児童福祉費 １ 児童福祉総務費）

当初予算額：(24) ５６，８８９千円 → (25) １，２３３，１６２千円

事業概要：保育所の計画的な整備や保育士に対する研修、給食の放射性物質検査等を行う市町

を支援します。

また、保育士の処遇改善を行うとともに、保育士・保育所支援センターを開設し、

保育士を希望する学生や潜在保育士等の就職支援を行います。

●（一部新）特別保育事業費補助金【基本事業名：23201 保育・放課後児童対策等の充実】

（第３款 民生費 第２項 児童福祉費 １ 児童福祉総務費）

当初予算額：(24) ５１６，７１４千円 → (25) ５５２，７５６千円

事業概要：延長保育、休日保育、特定保育等を実施する市町の支援を継続して行うとともに、

家庭的保育事業（少人数の乳幼児保育）を実施する市町の支援を新たに始めます。

●（一部新）次世代育成支援特別保育推進事業補助金【基本事業名：23201 保育・放課後児童対

策等の充実】

（第３款 民生費 第２項 児童福祉費 １ 児童福祉総務費）

当初予算額：(24) １３６，９７１千円 → (25) １２６，１９２千円

事業概要：年度途中で入所待機となりがちな低年齢児の保育や、保護者の子育てと就労の両方

を支援するための病児・病後児保育等を実施する市町を支援します。

また、子ども・子育て支援事業支援計画策定等のため、三重県版子ども・子育て会

議等を開催します。

●放課後児童対策事業費補助金【基本事業名：23201 保育・放課後児童対策等の充実】

（第３款 民生費 第２項 児童福祉費 １ 児童福祉総務費）

当初予算額：(24) ６６０，６７１千円 → (25) ７９６，６９０千円

事業概要：保護者が労働等により昼間家庭にいない児童を対象に、放課後の子どもの遊びの場

や生活の場として安心して過ごせる場所を確保し、子育てと仕事の両立支援を図る

ため、放課後児童クラブの設置や運営の支援を行います。

●みえこどもの城運営事業【基本事業名：23201 保育・放課後児童対策等の充実】

（第３款 民生費 第２項 児童福祉費 １ 児童福祉総務費）

当初予算額：(24) ７８，５７３千円 → (25) ９７，５５９千円

事業概要：児童健全育成の拠点として、児童に遊びの場・学習の場を提供するとともに、地域

とのネットワークづくりや地域児童館の運営支援を行うため、「みえこどもの城」の

管理・運営を行います。

主な事業
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●不妊相談・治療支援事業【基本事業名：23202 母子保健対策の推進】

（第４款 衛生費 第１項 公衆衛生費 １ 公衆衛生総務費）

当初予算額：(24) ３２０，１６０千円 → (25) ３５３，０５８千円

事業概要：特定不妊治療費の一部助成を行うとともに、不妊症看護認定看護師を中心に、不妊

や不育症に悩む夫婦の専門相談に取り組みます。

●母子福祉センター運営事業【基本事業名：23203 ひとり親家庭等の自立の支援】

（第３款 民生費 第２項 児童福祉費 ３ 母子福祉費）

当初予算額：(24) ９，４５０千円 → (25) ９，４５０千円

事業概要：ひとり親家庭等の自立の促進を図るため、母子福祉センターにおいて相談や研修、

就業情報提供等を行うとともに、孤立しがちなひとり親家庭が交流し、研修や情報

交換を行うひとり親家庭情報交換会が拡大されるように取り組みます。

●（一部新）ひとり親家庭等日常生活支援委託事業【基本事業名：23203 ひとり親家庭等の自立

の支援】

（第３款 民生費 第２項 児童福祉費 ３ 母子福祉費）

当初予算額：(24) ９９３千円 → (25) ３，９９０千円

事業概要：一時的に介護や保育等のサービスが必要なひとり親家庭等に対し、家庭生活支援員

を派遣し、必要な介護及び保育等を行います。

また、新たにひとり親家庭の子どもに対して、大学生等のボランティアによる学習

支援を行い、子どもたちの学習習慣等を確立することで、主体的に学び自ら課題を乗

り越えられる力を引き出します。

●子ども医療費補助金【基本事業名：23203 ひとり親家庭等の自立の支援】

（第３款 民生費 第２項 児童福祉費 １ 児童福祉総務費）

当初予算額：(24) １，８３０，３８５千円 → (25) ２，３２６，５３３千円

事業概要：子どもに必要な医療を安心して受けさせられるよう、市町が行う小学校６年生まで

の医療費助成について支援します。

●こども心身発達医療センター（仮称）整備事業【基本事業名：23203 ひとり親家庭等の自立の

支援】

（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 １ 社会福祉総務費）

当初予算額：(24) １０６，５３７千円 → (25) ３８３，３４５千円

事業概要：こども心身発達医療センター（仮称）の整備を進めるため、各種調査・設計委託業

務の推進を図り、平成 25年度中に工事に着手します。また、発達支援体制の充実・

強化に向けて、県教育委員会との連携を進めるとともに、三重県医師会や三重大学、

三重病院などとの連携を深めるために、連絡協議会を開催します。

●発達障がい児への支援事業【基本事業名：23203 ひとり親家庭等の自立の支援】

（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 ２ 障がい者福祉費）

当初予算額：(24) １１，２６８千円 → (25) ７，８９１千円

事業概要：子どもの発達障がいの早期発見や乳児期から成長段階に応じた途切れのない総合的

な支援を行うため、市町における発達総合支援窓口設置に向けた普及・啓発を行う

とともに、発達障がい児支援に携わる人材の育成を図るための研修を行います。



●（一部新）聴覚障がい児早期発見療育推進事業【基本事業名：23203 ひとり親家庭等の自立の

支援】

（第４款 衛生費 第１項 公衆衛生費 １ 公衆衛生総務費）

当初予算額：(24) １，２９４千円 → (25) １，８６４千円

事業概要：聴覚障がい児の補聴器の装着および継続使用を促すとともに、保護者の負担軽減を

図るため、補聴器購入助成事業の年齢や回数の要件を緩和し、聴覚障がい児の健全

な発達を支援します。


